
貸 借 対 照 表 

令和８年３月３１日現在 

（単位：千円） 

科 目 金   額 科 目 金   額 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 4,727,836 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 2,656,981 

現 金 及 び 預 金 

未 収 運 賃 

未 収 金 

未 収 収 益 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

そ の 他 の 流 動 資 産 

固 定 資 産 

4,134,704 

326,738 

119,552 

7,479 

134,824 

4,216 

320 

10,204,610 

1 年以内返済予定長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

未 払 法 人 税 等 

預 り 連 絡 運 賃 

預 り 金 

契 約 負 債  

前 受 収 益  

賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

820,000 

1,166,625 

44,040 

18,928 

177,321 

8,339 

116,718 

246,133 

4,950 

53,922 

5,760,661 

軌道事業固定資産  

付帯事業固定資産  

各 事 業 固 定 資 産 

建 設 仮 勘 定  

投資その他の資産  

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 投 資 等 

9,766,658 

12,139 

20,428 

28,820 

376,563 

10,000 

11,256 

980 

354,277 

50 

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金 

長 期 預 り 保 証 金 

資 産 除 去 債 務 

負 債 合 計 

3,486,795 

963,647 

1,289,801 

20,417 

8,417,643 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 6,514,802 

資 本 金 

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

純 資 産 合 計 

10,100,000 

△ 3,585,197

△ 3,585,197

△ 3,585,197

6,514,802

資 産 合 計 14,932,446 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,932,446 

※記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。



損 益 計 算 書 

令和  ７年４月 １日から 

令和 ８年３月３１日まで 

（単位：千円） 

科  目 金   額 

軌 道 事 業 

営 業 収 益 

営 業 費 

営 業 利 益 

付 帯 事 業 

営 業 収 益 

営 業 費 

営 業 利 益 

全 事 業 営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

業 務 受 託 手 数 料 

受 取 事 務 手 数 料 

受 取 利 息 

ス ク ラ ッ プ 売 却 益

受 取 保 険 金 

そ の 他 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

資 金 調 達 費 用 

経 常 利 益 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

4,164,903 

3,459,306 

185,638 

176,771 

1,653 

1,600 

4,906 

4,710 

23,772 

4,026 

8,400 

1,000 

235,873 

△9,778

705,597 

8,867 

714,464 

40,668 

9,400 

745,732 

745,732 

226,095 

519,637 

※記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

  その他有価証券 

市場価格のない株式等‥‥‥移動平均法に基づく原価法 

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

  貯蔵品‥‥‥最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定） 

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

  定額法を採用しております。ただし、軌道事業固定資産の構築物の一部（取替資産）

については、取替法を採用しております。なお、主な耐用年数は、下記のとおりであ

ります。 

建     物……３年～５０年 

構 築 物……５年～６０年 

車     両……５年～１３年 

機 械 装 置……４年～２０年 

工具器具備品……２年～２０年 

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は自社利用ソフトウェア５年であ

ります。 

（３）工事負担金等の会計処理

  当社では、軌道事業における車両更新等を行うにあたり、国土交通省から工事費の

一部として工事負担金等を受けております。 

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資

産の取得原価から直接減額して計上しております。 

（４）引当金の計上方法

① 賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込みのうち、当事業年度

に対応する額を計上しております。 

② 退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 



（５）重要な収益及び費用の計上基準

当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー 

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。当社 

の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び 

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで 

あります。 

① 定期運輸収入

 旅客が所定の運賃を支払うことで乗車券その他契約に関する証票の交付を受けた

ときに成立する旅客運送契約に基づき、定期乗車券の有効期間及び通用区間におい

て、顧客が使用を決定した時に各旅客運送サービスを提供することを履行義務とし

ております。本取引における履行義務の充足は、有効期間開始月から終了月までの期

間の経過に応じて収益を認識しております。取引の対価は、履行義務の充足前の一時

点において受領しております。 

② 定期外運輸収入

 旅客が所定の運賃を支払うことで乗車券その他契約に関する証票の交付を受けた

ときに成立する旅客運送契約に基づき、顧客が使用を決定した時に各旅客運送サー

ビスを提供することを履行義務としております。本取引における履行義務の充足は、

顧客への乗車券類等の発売日とサービスを提供する日が概ね同一の時期であると見

做し、顧客へ販売した時点で収益を認識しております。取引の対価は、履行義務の充

足前の一時点において受領しております。 

③ 付帯事業収入

付帯事業収入における収益のうち大部分をしめる駐車場収入は、当社が管理運営

する駐車場を顧客へ賃貸する事業における収益であります。駐車場収入は企業会計

基準第 13 号「リース取引に関する会計基準」（以下「リース会計基準」という。）の

範囲に含まれるオペレーティング・リース取引であり、リース会計基準に基づき収益

を認識しております

２．表示方法の変更に関する注記 

（損益計算書関係） 

  前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「受取利息」（前 

事業年度３６４千円）、「スクラップ売却益」（前事業年度０千円）は、金額的重要性が増 

したことから、当事業年度より独立掲記しております。 



３．未適用の会計基準 

（リースに関する会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第３４号 ２０２４年９月１３日） 

  ・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針３３号 ２０２４年９ 

  月１３日）等 

① 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する

等の取扱いを定めるものです。 

② 適用予定日

２０２８年３月期の期首より適用予定であります。 

③ 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による計算書類に与える影響額については、

現時点で評価中であります。 

４．会計上の見積に関する注記 

繰延税金資産の算定 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

科目 当事業年度 

繰延税金資産 ３５４，２７７千円 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社では、繰延税金資産を認識するにあたり、将来の事業計画に基づく課税所得

  の発生時期及び金額によって見積りを行っております。当該見積りは、将来の不確 

実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所 

得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延 

税金資産の金額に影響を及ぼす可能性があります。 



５．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額  ２９，１６４，１７７千円 

（２）事業用固定資産

有形固定資産  ９，３９５，４７８千円 

建 物  ２，７８２，８０１千円 

構 築 物  ２，９９４，６８３千円 

車 両  １，１８１，９２５千円 

機 械 装 置  ２，０２８，９１１千円 

工具器具備品   ４０７，１５６千円 

無形固定資産  ４０３，７４８千円 

（３）固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額

１，９２９，１２８千円 

６．損益計算書に関する注記 

（１）営 業 収 益  ４，３５０，５４２千円 

（２）営 業 費  ３，６３６，０７７千円 

運 送 費 及 び 売 上 原 価   １，８７８，６０９千円 

一 般 管 理 費    ２５０，２５２千円 

諸 税    １８１，７０２千円 

減 価 償 却 費   １，３２５，５１３千円 

７．株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数   （単位：株） 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普 通 株 式 202,000 ― ― 202,000 



８．税効果会計に関する注記 

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 

未払事業税 １６，５５６千円 

賞与引当金 １９，４７７千円 

減価償却費 １５，０３６千円 

退職給付引当金 ３０３，２５９千円 

その他  ６，９５３千円 

繰延税金資産小計 ３６１，２８４千円 

評価性引当額  △６，４２５千円

繰延税金資産合計 ３５４，８５９千円 

繰延税金負債 

資産除去債務に対応する除去費用 △ ５８２千円

繰延税金負債合計 △ ５８２千円

繰延税金資産の純額  ３５４，２７７千円 

９．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項

現金預金並びに有価証券等の資金運用については短期的な預金に限定し、安全性の高

い金融資産に限定しております。 

未収運賃は顧客及び連絡運輸会社等の信用リスクにさらされておりますが、そのリス

クは極めて低いものであります。

借入金につきましては、設備投資資金にかかる資金調達を目的としたものであります。 

（２）金融商品の時価等に関する事項

令和８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。 

また、現金及び預金、未収運賃、未払金については、短期間で決済されるため時価が 

  帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 （単位：千円） 

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

① 長期借入金 4,306,795 4,016,950 △289,844

（注）市場価格のない株式等 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 

① 非上場株式

② 長期預り保証金

  10,000 

1,289,801 



（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項

金融商品の時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

  り算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

  を用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。 

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円） 

区  分 

時価 

レベル 1 レベル２ レベル３ 合  計 

該当なし   － － － － 

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円） 

区  分 

時価 

レベル 1 レベル２ レベル３ 合  計 

長期借入金   － 4,016,950 － 4,016,950 

長期借入金 

  これらの時価は、元金利の合計と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した 

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

また、横浜市からの無利子借入金（貸借対照表計上額 3,826,795 千円、時価 

  3,548,052千円、差額△278,742 千円）、１年以内返済予定の長期借入金を含めており 

  ます。 



（単位：千円）

令和8年度

予　算　額

4,022,049

１日平均輸送人員（人） 58,384

158,040

188,068

4,368,157

1,028,080

136,680

626,837

118,919

442,733

188,285

1,187,184

3,728,718

639,439

4,456

14,876

629,019

629,019

220,156

408,863

電 気 動 力 費

修 繕 工 事 費

営

業

費

用

営 業 利 益

経 常 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営
業
外

運 輸 収 入

令 和 8 年 度  収 支

記　事

計

営

業

収

入

計

税 引 後 純 利 益

経 費

諸 税

減 価 償 却 費

運 輸 雑 収 入

付 帯 事 業 収 入

人 件 費

物 件 費

法 人 税 等

税 引 前 純 利 益
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